
【大学の根幹を規定する「省令」大学設置基準】 

10月1日付の大学設置基準の改正は、教授会に

相当する「教員組織」、労働法規と関りの深い

「専任教員」の規定が消滅する抜本的変更にかか

わらず、新聞の片隅に報じられた程度で、話題に

のぼらず、ほとんど大学関係者が知らないうちに

既成事実化された。 

大学設置基準は文部科学省令にすぎないが、第

1条には「設置基準は、大学を設置するのに必要

な最低の基準とする。」とされている。これは、

学校教育法第3条の「学校を設置しようとする者

は、学校の種類に応じ、文部科学大臣の定める設

備、編制その他に関する設置基準に従い、これを

設置しなければならない。」との規定を受けたも

のとなっている。 

学校教育法には、大学について教授等の職や教

授会等の規定が盛り込まれているが、根幹に係る

かなりの部分が大学設置基準に委ねられている。

そのため、国会による法改正の審議を経ることな

く、文科省の下に設置された中央教育審議会等で

の「同心円的」な議論のみで、事実上、如何よう

にも改正されてしまう現行制度の在り方がきわめ

て問題である。 

【憲法第23条が保障する「学問の自由」】 

今更ではあるが、基本に立ち返ってみたい。 

憲法第23条に「学問の自由」が明記されたのは、

戦前の侵略戦争遂行の過程で、滝川事件や天皇機

関説事件など、体制に異を唱える研究者が次々と

排斥され、科学者たちが時の政権の求めるままに

戦争に協力したことへの反省に立ったものである。 

「学問の自由」は、思想・良心の自由に内包さ

れ、同時に表現の自由と密接に関連しており、具

体的には次の3点の構成要素から成り立っている。 

〇学問研究の自由 

〇研究成果の発表の自由 

〇教授の自由 

【「大学の自治」と教授会の設置】 

「学問の自由」は、大学が国家権力（現状では

自民党政権）等の外的干渉を受けずに自主的に学

問研究・教育を遂行できなければ、実態を伴わず、

これを保障するものが「大学の自治」である。 

 教育基本法は、2006年に改悪され、大学に社会

貢献が求められる等の問題はあるが、第7条に

「自主性、自律性その他の大学における教育及び

研究の特性が尊重されなければならない。」と規

定された。「大学の自治」は、一般的に次のよう

なものとされている。 

〇教員・学長などの人事権 

〇予算・施設管理権 

〇学生の成績・学位授与等の管理権 

「大学の自治」を体現する組織として、学校教

育法は第93条で「大学に教授会を置く。」と法定

している。教授会権限は、教授会の弱体化を狙う

自民党政権の策謀で2014年の同法改悪の際に大幅

縮小されたが、今般の大学設置基準の「教員組織」

削除はその延長線上に位置するもので容認はでき

ない。近年、形骸化が問題視され、事務職員や学

生の参画も課題だが、教授会は「大学の自治」の

核である。 

 

第７３号 

2022/11/15 

文部科学省は、10月1日付で大学設置基準を突如改正した。条文から「教員組織」と「専任教員」の規
定が消滅したにもかかわらず、ほとんどの大学教職員の知らぬ間の出来事だった。これだけの抜本的改
正が、学校教育法等の法律としてではなく、単なる省令改正で行われてよいのか、強い疑問が残る。 
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「Nothing About Us Without Us （私たちのこ

とを、私たち抜きに決めないで）」のスローガン

は衝撃的だった。障害者の自立を訴えてきたつも

りの筆者（田口）であったが、これほど直截な、

心に響くメッセージはこれまでなかった。｢請負

闘争｣に慣れきった主体の問題でもあった。 

いずれにせよ2006年の国連総会で障害者権利条

約が採択された。この条約は幅広い内容について

日本政府にその実現を求めている。国連の全ての

人権条約の特徴として、モニタリングシステムが

ある。それぞれの分野の各国の達成状況を定期的

に審査する。人種差別撤廃条約、男女差別撤廃条

約など全ての人権条約がこのシステムを有してい

る。1994年に日本が批准した子ども権利条約は国

連子どもの権利委員会から早くも5回の審査を受

けている。 

この審査は、国連人権委員会に、政府報告と非

政府セクターである市民団体の報告が提出され、

これを委員が審査し、さらに政府からヒアリング

を行ったうえで、総括所見／勧告が出される。そ

こで論点となっているポイントは、「本人の意思

決定が尊重されない『成年後見人』制度」「精神

病院への多数の長期入院」「障害者の脱施設地域

生活移行の不十分さ」「女性障害者への複合的差

別」「交通・情報へのアクセスビリティの不足」

「聴覚障害者の手話言語を学ぶ権利を保障と暮ら

しのあらゆる場面で手話が使える環境」など、そ

して「インクルーシブ教育」である。日本では障

害児を障害の程度・種類で分けた教育を行ってい

る。権利条約が求めているインクルーシブ教育と

はほど遠い状況にある。 

第1回の対日審査が、今年の8月にジュネーブで

行われた。日本政府と委員の議論は「建設的対話」

と呼ばれ22・23日に行われた。これに先立つ19日

(金)午後に委員が当事者・市民団体から聞き取る

「ブリーフィング」が行われた。委員は市民団体

のカウンターレポートをよく読んでいて、こちら

から説明するというよりも矢継ぎ早に質問してく

る。そして週明け22日(月)の午前9時に2度目の

｢ブリーフィング｣が行われ、日本の市民団体から

前回の質問への回答が求められたのである。筆者

を含めて市民団体は、回答作成のために「週末は

のんびり観光」の予定を取りやめ、ホテルの中で

｢作文｣｢翻訳｣にあたることになった。その他にも、

各団体は各委員とホテルのロビーなどで会合を行

い、まさに｢ロビー活動｣である。｢建設的対話｣で

の日本政府の回答はまさに｢想定通り｣であり、委

員からも失笑と｢悲しみ｣をかっていた。 

「総括所見」（勧告）が9月9日に出され、市民

団体の主張の多くが反映され、日本政府には大変

厳しい内容となった。教育では、本人保護者が希

望する学校への入学拒否の禁止、交流教育制限通

知の撤回（これは驚きです）、教員へのインクル

ーシブ教育研修の実施、そして分離教育からイン

クルーシブ教育への移行計画の策定が勧告された。 

さっそく9月13日文科大臣は東京で「勧告のい

うことはきかない。現状変更しない」と言い放っ

ている。翌週の20日、キシダ首相はニューヨーク

の国連総会で｢ロシアは国連憲章違反だ｣と主張し

た。笑止。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本への勧告を書いたひとりのラスカス委員 
（リトアニア）と筆者 

 

 


